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本書の帯に「迷走の 40 年をムダにするな」とある。40 数年前当時、米の流通（買い入れ・
売り渡し）は、食糧管理法の下政府によって一元的に行われていたが、コメ余り（政府の古米
在庫、p.23）は 1965-6 年から増え続け＊1、減反の「試験的実施」が意思決定されたのは 1968


















                                                     
＊1 10 月末政府持ち越し在庫量は、1965 年 5 万トン、1967 年 64 万トンから、1969 年 553 万トン、1970 年
720 万トンに急増した。当時の年間生産量は 1400 万トン前後であった。『平成 3 年度農業白書付属統計表』。 





1-5、図 2-4、図 2-5、図 2-7、図 2-10、図 2-11、図 4-1、図 4-2、図 4-4、図 4-5）。 
図 1 に即して解説すれば、カルテルのない自由な農産物市場では、需要曲線 DD と供給曲線
SS の交点で需要と供給が均衡し、価格は Pe に決定される。しかし何等かの事由で（生産者）




























は左方向にシフトするだろうが（図 2-4、図 4-2 など）、いつ頃どの程度減少するであろうかは、
たとえば牛肉の輸入自由化で消費がどれくらい増大するであろうかの予測よりはるかに難しい








存在するように見える。全国平均では 2013 年産米の（全算入）生産費は 60 ㎏当たり 15,230 円
だが、作付規模が 0.5ha 未満は 24,910 円、0.5-1.0ha は 20,050 円、1.0-2.0ha は 16.440 円、2.0-3.0ha
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表１ 水稲作付規模別生産費の推移、1965 年-1995 年産米 
（円/60kg） 
  1965 年産 1975 年産 1985 年産 1995 年産 
平均 3,939 11,700 20,335 20,179 
0.3ha 未満 4,313 14,681 27,028 ― 
0.3~0.5 4,401 13,746 25,021 25,320 
0.5~1.0 4,117 12,598 22,075 22,261 
1.0~1.5 3,823 11,624 19,700 19,943 
1.5~2.0 3,660 10,832 17,847 18,802 
2.0~3.0 3,535 10,307 16,855 18,149 
3.0~5.0 4,028 9,230 15,918 16,298 
5.0ha 以上 ― 7,802 14,403 15,702 






























性をマイナス 0.2 とおくと、価格低下（年率約 2%）による需要増加は 800 万トン×（2%×0.2）
＝3.2万トンとなるので、年間の非価格要因による需要曲線のシフトは、（8万トン＋3.2万トン）













中村隆、統計数理研究所；D.Clason, New Mexico State University, Statistics Center；三枝義清、
元都立大；川口雅正、元九大などの指導・参加の下で、2000 年以前からコウホート分析に取り
組んでおり（『食料消費のコウホート分析』専修大学社研叢書 2、2001 年；など）、たまたま現
時点で米の家計消費の分析・予測を行っているので（Mori、Saegusa, and Tanaka, 2005; Mori and 
Saegusa, 2015）、その結果の一部を紹介したい。 
総務省統計局は毎年約 8000 世帯（2 人以上世帯）について、米、パン、生鮮魚介（マグロ、
鰺などの細目）、牛肉、豚肉、などの食品、外食ならびに食品以外の各種品目の購入金額・価格・
量を日記風に記録・調査し、月報と年報で公表している。1979 年版からは、世帯主の年齢階級
別のデータも公表するようになった。表 2 は調査世帯の 1 人当たり米購入量を、世帯主の年齢
階級別に概観した結果である。1980 年時点において、世帯主が 40 歳未満の若年世帯の世帯員 1
人当たりの消費量（＝購入量）は年間 32-3 ㎏に対して、50 歳以上の中高年世帯のそれは 53 ㎏
前後で、高齢世帯の方が 1 人当たり消費量は 40%程度多い。それから 30 年経過した 2010 年に
は、全体的に米の家計消費は 40%程度激減しているが、前者の若年世帯の米消費は 13-4 ㎏、後
 
表２ 世帯主年齢階級別 1 人あたり米消費量の推移、1980-2010 
（kg/1 人） 
年齢階級 1979~81 1989~91 1999~01 2009~01 
<30 歳 29.5 19.3 15.0 11.5  
30-39 35.6 23.0 17.9 15.2  
40-49 50.1 35.2 25.6 21.1  
50-59 52.7 42.1 34.3 25.7  
60+ 53.3 43.7 42.5 36.7  
総平均 44.8 35.2 30.2 26.8  
注：３ヶ年平均. 
出所：『家計調査年報』各年版. 
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者の中高年世帯のそれは 31 ㎏前後で、年齢階級間格差は顕著に拡大している。なお表 2 に示さ
れている年齢階級別 1 人当たり消費量は世帯消費を単純に世帯員数で割った数値だから、世帯








Tanaka/Mori/Inaba model（2004）によって、表 2 に紹介した単純割り算ではなく、世帯主年齢
階級別に世帯の年齢構成を組み込んで世帯員の年齢階級別消費量を推計し、1980 年から 2014
年に至る 5 歳刻みの「一般コウホート表」を、Nakamura（1986）のベイズ型コウホート・モデ
ルで分解した結果である。近年米国の計量社会学界で利用され始めた Intrinsic Estimator (IE) モ
デル（Yang et al., 2008）を使って分解した結果もほとんど変わらない（別稿、Mori and Saegusa, 
“At-home Rice Consumption,” 2015 参照）。 
1980 年から 2014 年までの家庭内米消費総平均（＝総平均効果）は、36.081 ㎏（15-19 歳か
ら 70-74 歳まで：15 歳未満と 75 歳以上は除く）であるが、前出表 2 から大まかに予想された
ように、（狭義の）年齢的には 40 歳未満は負の効果を示し、40 歳以上は正の効果を示す（年齢
だけに限ると、たとえば 20-24 歳の理論値＝36.081－7.290＝28.791 ㎏に対して、60-64 歳の理
論値＝36.081＋5.692＝41.773 ㎏）。出生世代に関しては、戦争直後の 1946‐50 年以前に生まれ
た、2010 年時点に 60‐64 歳以上に達した古い世代は正、それ以降に出生した戦後世代は米消費
に関しては負の効果、しかも新しくなるほど加速度的に逓減的な世代効果を持つと推定されて






正しても、家庭内米消費は、1980 年の 36.081＋11.590＝47.671 ㎏から 2014 年の 36.081－7.898
＝28.183 にほぼ直線的に減少している。ただし中欄の数字からは、「純粋の」時代効果の低下
傾向は 1990 年代半ばで一段落し、2000 年代に入ってからも減少傾向は続くがテンポはかなり 
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表３ 年齢別個人の家庭内米消費を年齢・時代・世代効果に分解 
1980-2014 年、ベイズ型コウホートモデル 
総平均効果 = 36.081 （kg/1 人） 
年齢効果   時代効果   世代効果   
（歳）   （暦年）   （出生年）   
15-19 -1.942 1980 11.590 1906~10 5.673  
20-24 -7.290 1981 11.027 1911~15 6.649  
25-29 -8.891 1982 10.453 1916~20 6.863  
30-34 -7.099 1983 10.622 1921~25 7.668  
35-39 -3.296 1984 9.514 1926~30 9.017  
40-44 1.426 1985 8.999 1931~35 10.298  
45-49 3.845 1986 8.282 1936~40 10.362  
50-54 4.233 1987 6.041 1941~45 8.089  
55-59 4.983 1988 3.319 1946~50 4.137  
60-64 5.692 1989 2.644 1951~55 -0.236  
65-69 6.001 1990 1.905 1956~60 -3.842  
70-74 2.336 1991 1.387 1961~65 -4.482  
(計) -0.002 1992 0.621 1966~70 -4.239  
1993 0.746 1971~75 -5.341  
1994 -1.794 1976~80 -6.983  
1995 -2.462 1981~85 -9.389  
1996 -2.413 1986~90 -10.875  
1997 -2.408 1991~95 -11.733  
1998 -2.336 1996~ -11.639  































ところで、人は誰でも 1 年経つと 1 歳加齢し、例えば 2020 年の 30‐34 歳階級は 1986‐90 年、
同じく 70‐74 歳階級は 1946‐50 年にそれぞれ出生しているという紛れもない事実を利用して、
幾年か先の年齢階級別消費の予測に役立てることはできる。表 3 に示される分析結果を利用し
て将来予測を行うには、次の方式に従う。たとえば 2020 年に 65-69 歳階級は、1951-55 年に出
生した集団（コウホート）である。このグループの世代効果は、表 3 から－0.236 ㎏、年齢効
果は同じく 6.001 ㎏である。彼らの平均消費量は：総平均効果＋年齢効果＋世代効果＋時代効
果＝36.081＋6.001－0.236＋2020 年の時代効果＝41.846＋時代効果_2020 と推定されるが、2020
年の時代効果の値は不明である。便宜的に、最近 5 か年 2010-14 年の平均値をとれば、－6.628
で、65-69 歳の 2020 年における平均消費量は、41.846－6.628＝35.218 と算出されるが、2020
年時点の時代効果が 2010-14 年の平均にとどまるとする仮定が確かであるかどうか定かでない。
時代効果の低下傾向は 1995 年以前に比べると 2000 年以降緩和しているが、最近 15 年の間に－
2.038 から－7.898 へ 5.86、年平均 0.419 ずつ減少している。2020 年の時代効果は、2014 年の時
代効果、－7.898－6＊0.419＝－10.412 前後と見るほうがより現実的かもしれない。とすると、





かに進みたい。三枝は、米国農務省の Stewart and Blisard, 2008 に倣い、個人の年齢階級別消費
の時系列的コウホート表を、年齢・時代・世代の 3 効果に、諸価格や所得などの要因を加えて、
one-step で分解する「拡大コウホート分析」モデルを開発した（森・三枝、2011；Mori, Saegusa, 
and Tanaka, 2015; など）。表 4 は、米以外にも関連すると思われるパン、生鮮肉と鮮魚の 4 品
目について、1980‐2014 年の期間にわたってそれぞれ世帯員の年齢階級別消費量を推計し、「拡







米の 1 人当たり家庭内消費は、1980 年から 2014 年にかけて約 45.0 ㎏から 24.0 ㎏へほぼ一貫
して減少し続けた。この変化には同期間に急速に進展した少子・高齢化が少なからず影響して
いる（上記政策研報告）。高齢化の中身である狭義の年齢効果と新旧世代交代の影響を補正する
と、時代効果の低下傾向は約 42.0 ㎏から 25.0 ㎏とやや緩やかになる。さらに米だけでなく競
合すると考えられるパン、肉などの価格と家計所得（の代理変数として消費支出）の経済要因





                                                     
＊2 食糧庁の推計によると、米の外食割合（外食/（家庭食＋外食）は、1985 年の 15.2%から 1998 年の 20.8%
に増えている（『平成 11 年度白書付属統計表』）。 
表４ 「拡大コウホートモデル」による米および関連食品の需要弾力性の計測結果 
1980‐2014 年 
  P_米 P_パン P_生鮮肉 P_鮮魚 P_野菜 消費支出 
米 0.01 0.16  0.34 -0.30 -0.72  
  (0.12) (0.23) (0.23) (0.25) (0.41) 
パン 0.07 -0.97 0.13 -0.15 0.15 
  (0.09) (0.17) (0.17) (0.18) (0.30) 
生鮮肉 -0.11  -0.22 0.22 -0.15  0.05  
  (0.15) (0.14) (0.16) (0.07) (0.26) 
鮮魚 0.02 0.28 -0.64 -0.14  0.41  
  (0.09) (0.16) (0.17) (0.09) (0.30) 
注：価格および消費支出は CPI 総合で実質化；カッコ内の数値は標準誤差. 
出所：三枝のベイズ型拡大コウホートモデルを用いて森が算出. 
 

















在するところでは、我が国の米生産を「第 2 種兼業」「第 3 種兼業」で担うことに抵抗する必要
はない（米国の階層分解の動向は図 5-2、図 5-4）。ただ都市周辺で転用機会の莫大な利益を心
図３ コメ家庭内消費の推移：単純平均値、A/C 効果補正値と拡大モデルによる 
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待ちしているようでは、まともな農業生産は期待しがたい。その点、著者は点が辛いようだが
（pp.308-310）、都市部の真際まで集約的農業生産が見られるオランダの土地利用の基本哲学に
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